
平成２６年（厚）第５５０号

平成２７年３月３１日裁決

主文

１　厚生労働大臣が平成○年○月○日付で承

継前の再審査請求人に対してした、後記第

２の２記載の原処分のうち、受給権発生年

月を平成○年○月とする老齢給付を平成○

年○月から支給するとした部分を取り消

す。

２　その余の再審査請求を棄却する。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求承継人（以下「承継人」とい

う。）による承継前の再審査請求人（以下

「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、

平成○年○月に遡及して、国民年金法（以

下「国年法」という。）による老齢基礎年

金（以下、単に「老齢基礎年金」という。）

及び厚生年金保険法（以下「厚年法」とい

う。）第４２条の規定による老齢厚生年金

（以下、単に「老齢厚生年金」という。）及

び厚年法附則第８条の規定による老齢厚生

年金（いわゆる特別支給の老齢厚生年金。

以下「特老厚年金」といい、老齢基礎年金

及び老齢厚生年金と併せて「老齢給付」と

いう。）の支給を求めるということである。

第２　再審査請求に至る経緯

１　請求人は、平成○年○月○日（受付）、

厚生労働大臣に対し、老齢給付の裁定を

請求（以下「本件裁定請求」という。）した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、老齢給付の受給権発

生年月を平成○年○月とする老齢給付を

裁定した上、時効消滅分を除き、平成○

年○月分から支給する旨の処分（以下「原

処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服として、標記

の社会保険審査官に対する審査請求を経

て、平成○年○月○日（受付）、当審査

会に対し再審査請求をした。その不服と

する理由は、本件裁決書添付別紙のとお

りである。

４　請求人は、平成○年○月○日に死亡し

た。請求人の子である請求人は、平成

○年○月○日（受付）、当審査会に対し、

請求人の再審査請求手続を受継する旨の

届出をした。

第３　問題点

１　老齢厚生年金は、被保険者期間を有す

る者が、６５歳以上であり、保険料納付

済期間と保険料免除期間とを合算した期

間が２５年以上あるときに支給される

（厚年法第４２条）。

２　当分の間、６０歳以上であり、１年以

上の被保険者期間を有する者が、厚年法

第４２条第２号（保険料納付済期間と保

険料免除期間とを合算した期間が２５

年以上であること。）に該当する場合は、

６５歳に到達するまで、その者に特老厚

年金が支給される（厚年法附則第８条）。

３　老齢基礎年金は、保険料納付済期間又

は保険料免除期間を有し、その保険料納

付済期間と保険料免除期間とを合算した

期間が２５年以上である６５歳以上の者

に支給される（国年法第２６条）。

４　老齢給付を受ける権利は、その権利を

有する者の請求に基づいて、厚生労働大

臣が裁定する（厚年法第３３条、国年法

第１６条）。

５　本件の場合、請求人が老齢給付の受給

資格期間を満たしていること、請求人に

係る特老厚年金の受給権発生が平成○年

○月であることについて、当事者間に争

いはない。

そして、国年法第１０２条第１項及

び厚年法第９２条第１項（いずれも平成

１９年法律第１１１号（以下「平成１９

年改正法」という。）による改正前のも

のである。平成１９年改正法附則第４条

及び第６条の規定により、同法施行日（平

成１９年７月６日）前に受給権を取得し

た請求人については、同法による改正前

の国年法第１０２条第１項及び厚年法第

９２条第１項の規定が適用される。）は、

保険給付を受ける権利は５年を経過した

ときは、時効によって消滅する旨を、ま

た、会計法第３０条は、国に対する権利



で金銭の給付を目的とするものについて

は、５年間これを行わないときは時効に

より消滅する旨を規定している。した

がって、請求人に係る老齢給付の受給権

が発生したのは平成○年○月○日であ

り、請求人がその裁定を請求したのは同

日から５年以上経過した後の平成○年○

月○日であるから、本件裁定請求につい

て上記の厚年法及び国年法の規定をその

まま適用すると、本件老齢給付の受給権

は請求時には既に時効によって消滅して

いたことになるが、保険者はこのような

場合において、受給権の行使自体は是認

するという行政措置をとるのを例とした

上で、これに基づいて支払期日ごとに発

生する老齢給付の支給を受ける権利（以

下「支分権」という。）については、会

計法の上記規定により５年の経過をもっ

て時効により消滅しているとして、上記

のように本件老齢給付の未支給給付のう

ち、平成○年○月以降分についてのみこ

れを支給するとしたものと認められる。

これに対し、請求人は、上記第２の３

記載のとおり主張するのであるから、本

件の問題点は、本件の老齢給付について、

時効消滅分（平成○年○月分から平成○

年○月分まで）を除いた平成○年○月分

から支給するとした原処分の妥当性如何

である。

第４　当審査会の判断

１　一件記録によれば、次の事実を認定す

ることができる。

（1）～（8）　（略）

２　以上のような認定事実に基づき、問題

点を検討する。請求人は、当審査会に提

出した前記第２の３記載の別紙におい

て、「平成○年○月○日に妻のＡの老齢

年金の未払い請求手続きをした時に私自

身の年金にも老齢年金の未払いがないか

と○○年金事務所の受付窓口に聞いた

が、受付担当者は障害厚生年金を受給し

ているから大丈夫と言われ、それ以上の

請求手続きをする事ができなかった。ま

た、妻のＡの老齢年金請求手続き中に当

時の○○社会保険事務所の次長と年金給

付課長の２人が、平成○年○月頃に私の

家に来て、私の障害厚生年金の配偶者加

給金が支給されたままになっており、平

成○年○月から過払いになっているとい

う事で平成○年○月に停止された。…そ

の時にも老齢年金の未払いは通知も説明

も全く受けてはおらず、知る由もなかっ

た。平成○年○月○日に妻のＡが亡くな

り、○月に○○年金事務所に死亡届を提

出した時に私の年金は障害厚生年金より

も老齢年金の方が約５万円程高く受給で

きる事を初めて聞かされた。…」と主張

している。

請求人の主張に、５９歳時に障害基礎

年金の受給権者となったＡが、平成○年

○月（Ａ７８歳）に老齢給付の裁定請求

をしたことを併せて考えると、４６歳で

障害年金受給権者となった請求人が、自

分の老齢給付について疑問を持ち、平成

○年○月○日（請求人７９歳）に、Ａの

老齢給付の請求についての相談のために

○○社会保険事務所を訪れ、裁定請求受

付の処理がなされた際に、窓口担当者に

対し、請求人に係る老齢給付の未払いの

有無について問い合わせるというのは、

事の成り行き上、極めて自然な流れとみ

ることができるのであり、その陳述内容

も具体的かつ経験的であることを考慮す

ると、その内容は措信するに足るもので

ある（相談時間が２４分間とされている

ことは、この認定と矛盾しない。）。しか

し、窓口担当者の回答は、障害年金を受

給しているから大丈夫というものであっ

て、相談に対し、これを真摯に受け止め

た回答とはいえないものであり、「大丈

夫」という文節は、老齢給付について、

請求漏れや未払いがないから大丈夫とい

う趣旨に理解されるものであって、極め

て不適切な対応であったというべきであ

る。また、平成○年○月に、請求人宅を

訪問した同社会保険事務所の次長と年金

給付課長も、過払い金の返納についての

説明に集中するあまり、請求人の老齢給

付についての説明をすることに配慮する

こともなかったものと認められる。



平成○年○月○日の年金相談は、当

時７９歳の請求人が窓口を訪れたのであ

り、その請求人が、７８歳になるまで老

齢給付の裁定請求をしていなかったＡの

老齢給付について相談し、裁定請求がさ

れていなかったことが分かり、同日に裁

定請求受付の処理が行われたというので

あるから、相談を担当した窓口担当者と

しては、請求人が眼の疾患による障害を

支給事由とする障害等級１級の障害年金

受給権者であることをも併せて合理的に

考えれば、請求人自身の老齢給付が未請

求となっている高度の蓋然性があったと

いえるから、請求人自身の老齢給付が未

請求となっているのではないかと配意し

て、積極的に請求人から事情を聴取する

などした上、請求人の年金記録を精査し

て、老齢給付未請求の事態がそのまま放

置されることがないように注意すべき義

務があったというべきである。しかも、

本件においては、請求人から同人の老齢

給付の未払についての相談があったので

あるから、この相談を真摯に受け止め、

年金記録を精査した上、正確な情報を的

確に提供して、請求漏れ等の発見に遺漏

なきを期すべき職務上の義務があったこ

とは言を俟たない。しかるに、窓口担当

者は、上記認定のとおり、障害年金を受

給しているから大丈夫と答えるに止ま

り、正確な情報を的確に提供しなかった

ものであって、上記職務上の義務を怠っ

たものといわざるを得ない。

そして、Ａの老齢給付の裁定請求が

相談当日に受付処理されていることを考

慮すると、平成○年○月○日の相談の際

に、窓口担当者が請求人の年金記録を精

査して、正確な情報を的確に提供してい

たとすれば、同日中に、請求人が老齢給

付の裁定請求をし、かつ、その受付処理

がなされたことは推認に難くなく、請求

人の老齢給付の裁定請求が平成○年○月

○日まで遅延してしまったことと、窓口

担当者の上記職務上の義務違反との間に

は、相当因果関係があるということがで

きる。

３　上記のような認定及び判断の下におい

ては、行政法の分野においても適用され

る信義誠実の原則からして、請求人が、

平成○年○月○日にした老齢給付の裁定

請求をもって、平成○年○月○日になさ

れた裁定請求とみなすのが相当である。

そうすると、本件老齢給付のうち、会

計法の上記規定により平成○年○月○日

までに時効消滅した支分権は、既に支払

期月が平成○年○月までに到来していた

同年○月分までの支分権であり、同年○

月分以降の支分権については、時効消滅

していなかったことになる。

なお、請求人は、昭和○年○月に障

害年金の請求手続きをした時に将来もら

える老齢年金の受給ができる説明や通知

が全くなかったこと、及び、老齢年金を

受給できる６０歳に到達した時にも保険

者から通知や説明が全くなかったことを

主張して、これらの時期に説明や通知が

あったとすれば、老齢給付の受給権発生

の時に裁定請求をすることができたか

ら、受給権発生の月の翌月である平成○

年○月分から老齢給付を支給すべきであ

る旨主張するが、請求人が主張する上記

両時点における説明や通知は行政サービ

スとして望ましいものとはいえても、こ

れをもって、保険者の法的義務というこ

とはできないから、上記主張は採用する

ことができない。

４　以上のとおりであるから、本件裁定請

求に対しては、受給権発生年月を平成○

年○月とする老齢給付を、平成○年○月

分から支給するとする処分をすべきであ

る。したがって、原処分のうち、当審査

会の上記判断と符合しない部分は妥当で

はない。よって、原処分のうち、受給権

発生年月を平成○年○月とする老齢給付

を平成○年○月から支給するとした部分

を取り消すこととし、その余の再審査請

求は理由がないからこれを棄却すること

として、主文のとおり裁決する。


